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１．事業目的 

本調査研究事業においては、令和３年度介護報酬改定が認知症高齢者グループホー

ムの入居者への介護サービス提供等において与えた影響等について、施行後の状況を

調査し、次期介護報酬改定に向け、更なる介護サービスの向上のための効果・課題等

を把握・検証することを目的として実施する。 

 

２．事業結果の概要  

計画作成担当者の配置基準の緩和については、約 2 割の事業所が緩和を適用してお

り、改定の効果は一定程度あったものと思われる。引き続き、改定施行後の状況につい

て調査すると共に、介護支援専門員である計画作成担当者の属性や兼務状況、計画作

成の為の時間等と効果や課題との関連等について、より具体的な検証が必要である。  

外部評価に係る運営推進会議の活用についても、改定の効果は一定程度見られたが、

次年度以降の事業所意向については不透明な部分があるため、引き続き、改定施行後

の状況を調査すると共に、ヒアリングによる好事例の収集によって、その有効な活用

例を示す必要がある。  

医療連携体制加算（Ⅱ）（Ⅲ）の受入実績要件の追加については、追加された要件の

うち、褥瘡が 6 割程度あった他、人工膀胱・人工肛門や中心静脈注射も 1 割程度あり、

改定の効果が一定程度あったように思われるが、引き続き、改定施行後の状況を調査

すると共に、加算（Ⅱ）（Ⅲ）の算定事業所の特徴や、加算（Ⅱ）（Ⅲ）を未取得または、

より低い加算に移行した事業所の要因について、より具体的な検証が必要である。 

定員を超えた緊急時短期利用については、改定によって緩和された要件のうち、受

入日数については一定の効果が見られたが、個室以外での受入と複数人の受入につい

てはまだ実績が少なかった。引き続き、改定施行後の状況について調査すると共に、個

室以外での受入については個室的しつらえの設置が進まない理由について、より具体

的な検証が必要である。 

サテライト型事業所の設置については、複数事業所での人材の有効活用といった観

点から、法人内での役職員の配置調整等に一定の時間を要することが考えられるため、

引き続き、改定施行後の状況について調査すると共に、課題として挙がったケアや業

務への支障について、より具体的な検証が必要である。また、市町村の整備方針等につ

いても把握・検証する必要がある。  

3 ユニット 2 人以上夜勤の配置緩和については、3 ユニットが同一階に隣接するとい

う要件に適合する事業所が少ないことが示唆されたが、適合事業所においても、職員

との話し合いや実施体制の確認等一定の時間を要することが考えられるため、引き続

き、改定施行後の状況について調査すると共に、導入事業所の事例の収集・検証をして

いく必要がある。また、モデル実証やマニュアルの策定等も検討されるべきである。  


